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令和元年度２月補正予算案 

Ⅰ 規 模 

一 般 会 計 １３５億３，１４９万円 

特 別 会 計 ４億  ３００万円 

企 業 会 計 ３億円 

総       額 １４２億３．４４９万円 

Ⅱ 補正予算案の概要

１ 一般会計補正予算案 １３５億３，１４９万円 

（１）国の補正予算関連 ６８億４，４１３万円 

ア 公共事業 ６７億５，２０８万円 

① 「ＧＩＧＡスクール構想の実現」に向けた校内通信ネットワーク整備事業 

 ３２億円 

国の「ＧＩＧＡスクール構想の実現」に基づき学校ＩＣＴ環境整備を推進するため、

国の補正予算を活用し、全ての市立小・中・特別支援・高等学校について、高速大容

量回線やネットワーク機器等を整備するために必要となる経費。 

②道路・街路事業 １７億１，３３３万円 

道路・街路の整備（戸畑枝光線ほか２９路線）について、幹線ネットワークの強化

等を図るために必要となる経費。 

③河川改修事業 ２億７，０００万円 

紫川の河道掘削や神嶽川の移設補償など、浸水対策を推進するために必要となる経

費。 

④公園整備事業 ２億円 

和布刈公園の法面整備など、防災減災対策の推進を図るために必要となる経費。 

⑤折尾地区総合整備事業（街路） ５，０００万円 

日吉台光明線について、災害に備えた交通機能の強化を図るための道路拡幅に必要

となる経費。 



２

⑥奥洞海航路浚渫事業 ２億  １００万円 

船舶航行の安全性を確保するために行う、奥洞海航路の浚渫に必要となる経費。 

⑦新門司航路整備事業 ９億２，９２５万円 

大型フェリー等の就航や貨物需要増加に対応するために行う、新門司航路の浚渫に

必要となる経費。 

⑧海岸（高潮）事業 ５，０００万円 

新門司北地区において、高潮災害対策を推進するために実施する護岸改良工事に必

要となる経費。 

⑨小・中学校グラウンド改修事業 １億３，８５０万円 

小・中学校（５校）のグラウンド改修に必要となる経費。 

イ その他 ９，２０５万円 

① 通知カード・個人番号カード交付関連事業 ８，２７０万円 

通知カード・個人番号カードの交付にあたり、地方公共団体情報システム機構へ事

務を委任するために必要となる経費。 

② 九州鉄道記念館ＰＦＩ導入可能性調査事業 ９３５万円 

九州鉄道記念館の老朽化対策や魅力向上の検討にあたり、ＰＦＩ手法の導入可能性

について検討するために必要となる経費。 

（２）国の追加内示 ４３億４，９９０万円 

ア ため池耐震性点検調査事業 １，６００万円 

市街地に近接し、かつ貯水量が多いため池の耐震性調査に必要となる経費。 

イ 小・中学校の大規模改修事業 ３９億２，５３０万円 

小・中学校（１０校）の大規模改修に必要となる経費。 

ウ 小・中学校の外壁改修事業 ４億  ８６０万円 

小・中学校（４校）の外壁改修に必要となる経費。 

（３）政策的経費等 ７億  ９４５万円 

ア ふるさと寄附金促進事業 １億  ６６０万円 

「ふるさと北九州市応援寄附金」について、想定を超える寄附金額が見込まれるこ

とに伴い、必要となる返礼品の調達等に必要となる経費。 



３

イ 特定医療費支給事業 ２億９，１００万円 

特定医療費（指定難病）に関する受給者数及び一人あたりの医療費の増加に伴い必

要となる経費。 

ウ 風しん抗体検査事業 ３，０００万円 

風しん抗体検査受検者数増加に伴い必要となる検査委託費や、未受検者への再勧奨

に必要となる経費。 

エ 健康診査 １億７，５００万円 

医療機関や区役所、市民センター等で実施している健康診査について、がん検診等

の受診者の増加に伴い必要となる経費。 

オ メイト黒崎破産申立に関する緊急対策事業 ２，５００万円 

メイト黒崎の破産手続き開始の申し立てに伴い、経営・移転相談専用窓口への相談

員の配置など、入居テナントへの支援に必要となる経費。 

カ 渡船特別会計繰出金 ２，３００万円 

「こくら丸」の緊急修理（プロペラ破損）に伴い、予算不足が生じた燃料費等に必

要となる経費。 

キ 職員福利厚生事業（損害賠償金） ５，８８５万円 

消防訓練中に発生した事故により負傷し、後遺症が残ることとなった職員に対する

損害賠償に必要となる経費。 

（４）基金への積立及び財源補正 １６億２，８００万円 

ア 基金への積立 １６億２，８００万円 

財政調整基金、公債償還基金、都市高速鉄道等整備基金について、決算剰余金の一

部や基金運用利子を積み立てるもの。 

イ 財源補正 

地方交付税及び臨時財政対策債の額の決定等に伴い、年度末の所要財源の整理として

財源補正（地方交付税の増額、臨時財政対策債の減額、財政調整基金等の取崩の抑制等）

を行うもの。 

・地方交付税 （財源補正額   ２１億５，５４６万円） 

・臨時財政対策債 （財源補正額  ▲１５億８，２００万円） 

・財政調整基金等取崩 （財源補正額     ▲６，６１６万円） 



４

２ 特別会計補正予算案 ４億  ３００万円 

（１）国民健康保険特別会計 ２億８，０００万円 

保険給付費の平成３０年度実績の確定に伴い、普通交付金の超過交付額の返還に必

要となる経費。 

（２）渡船特別会計 ２，３００万円 

「こくら丸」の緊急修理（プロペラ破損）に伴い、予算不足が生じた燃料費等に必

要となる経費。 

（３）土地区画整理特別会計 １億円 

折尾土地区画整理事業において、災害に備えた交通機能の強化を図るための区画道

路整備に必要となる経費。 

３ 企業会計補正予算案 ３億円 

（１）下水道事業会計 ３億円 

浸水対策や耐震化を推進するために行う、ポンプ場や管渠の整備等に必要となる経

費。 

４ 繰越明許費 ２８５億  ５２８万円 

道路、河川、街路事業などにおいて、関係機関との協議等に日時を要したことや、

本補正予算案成立後の発注となり適正な工期を確保できないことなどの理由により、

年度内の事業の執行ができない見込みのものについて、全会計で２８５億５２８万円

を繰り越すもの。 


